
日本の食品の基準の問題点 

食品安全委員会が制定した 
日本の放射性物質のよる汚染に関する基準

は世界一厳しいと言われています。 
本当に安全でしょうか？ 

それならば何故日本の食品への輸入規制
が解けないのでしょう。 

 
制定の経緯等を伝えます。 
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高エネルギー加速器研究機構 名誉教授 
川合 將義 
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食品安全委員会の食品規制への対応法 

人に利益を与える添加物は、放射線に対応 



食品に絡む大事件 
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食品安全基本法：2003年施行 

国民の健康の保護が最重要視 

リスク管理の決定の原則 
  食品の安全性の確保に関する国際的動向に沿う 
  科学的知見に基づくリスク評価 
  国民の意見を考慮 

基準の決定：リスク評価とリスクコミュニケーション 
  客観的 ＝ 科学的 
  中立公正 
  透明性 
 

背景： BSE問題 
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食品衛生法 
販売用の食品及び添加物の取り扱い原則 
  清潔で衛生的に行わなければいけない 
    ー＞ 各論的条項 
    ー＞ 告示： 食品、添加物等の規格  

食品のリスク評価： 内閣府食品安全員会 
 動物実験により無毒性量決定 
         安全係数 10 （種差） x 10 （性、年齢差等） 
 人の１日摂取許容量  

食品と添加物の規格への誤解 
 複合汚染？ 基準はしきい値よりはるかに低く、複合汚染なし 
 体内に蓄積？ 化学物質の代謝は早いため蓄積なし 
 残留農薬や有害添加物による発ガン？： 許容されていない 
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食品管理も放射線同様にALAP, ALARAの考え方を採用   

6 
2011・2・18食品農医薬品安全性評価センター 学術講演会 唐木より 

例えば 肉のハムに添加する食塩とソルビン酸の量   
  保存と味（減塩）とリスク を天秤にかけて決定 



原発事故がありました 
• 原発4基損傷   廃炉が必須（30-40年の長期的課題）  成就してこそ真に安心感 
• 環境汚染    除染、原子炉周囲は溜まり続ける汚染水（漁業問題） 
• 食品汚染    食品の新基準  風評被害 農地除染、検査徹底、陰膳検査 
• 20km圏内住民を含む避難民 最大16万4千人、H26年6月では10万７千人（県外 
  4万5千人）  コミュニティ破壊、家族の分断  町作り（復興 or 再生？） 
• 避難に伴う産業破壊、林野等生態系の2次的破壊  産業再生 

 

2013年３月における避難市町村別仮設住宅

の分布 （大熊町は集団一斉避難、浪江町は
世代別に避難の影響） 

放射線量率分布 

海洋汚染 
 Cs, Sr, Y, … 

大気汚染土壌汚染 
  I-131, 132 (短寿命） 
   Cs-134, 137 
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2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
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2号機から大量
の漏洩 

各地で野菜の放射能汚染報告 



2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
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暫定基準値での管理の指示 



放射性物質で汚染された食品に対する暫定基準値 
 

原子力安全委員会防災対策 昭和55 (1980)年6月・平成15 (2003)年7 月
一部改訂に基づく   
 

被ばく限度 5mSv/年 

甲状腺被ばく限度 50mSv/年 
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• 3月19日暫定規制値を超える1510Bq/kgの放射性ヨウ素を含む
原乳が福島県で,、また6000-15000Bq/kgの放射性ヨウ素を含む
ほうれん草が茨城県で検出された。 

  厚生労働省は、県に対し、関係情報を調査の上、食品 
  衛生法に基づき当該検体の入手先、同一ロットの流通   
  先の調査、販売の禁止等必要な措置を講ずるよう依頼  
•  3月20日 千葉県から東京都に出荷された春菊から 基準超の放

射性ヨウ素検出 
  都は検査体制強化  国に緊急要請  
• 3月21日 原子力災害対策本部長(内閣総 理大臣)から各県知事

に県単位の出荷自粛の指示  
• ３月23日 福島県及び東京都における水道水中の放射性物質

の 検出について厚労省公表 
•  ３月23日東京都乳児のいる家庭への飲料水(ペットボトル)を提

供方針発表 

 
  

食品に関する主要な出来事 

11 



2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
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2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
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• 4月８日 食品の出荷制限の解除について 
  群馬県山のホウレンソウ及びカキナ 、 
  喜多方市、磐梯町、猪苗代町、三島町、会津美里町、 
  下 郷町又は南会津町で産出される原乳  
• 4月8日中央合同庁舎第5号館職員食堂において、下
記のとおり、福島 県産野菜を使用したメニューを提供 

• 4月30日厚労省母乳の放射性物質濃度等に関する調
査について公表 

• 6月23日神奈川県の相模原市、松田町及び山北町 で
産出される茶に係る出荷制限の設定について  
 

  

食品に関する主要な出来事（２） 
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2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
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食品安全委員会（小泉直子委員長）、食品による 
生涯被ばく 100 mSvの影響ありと評価 

16 この評価は、低線量被ばく影響への不安を助長 
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食品中に含まれる放射性セシウムの暫定基準
値の算定根拠と なっている年間被ばく限度に
ついて、小宮山洋子厚生労働相は2 8日の閣議
後記者会見で、現行の年5mSvを同1mSvに引き
下げ、 2012年4月から適用する方針を明らかに
した。  
 
新基準値制定について食品安全委員会に諮問 
 

2011/11/28 新基準値制定方針発表 



食品安全委員会の答申結果 

飲料水 ２００ 
Bq/kg 牛乳・乳製品 

野菜類 

５００ 
Bq/kg 

穀類 

肉・卵・魚・
その他 

飲料水 １０ Bq/kg 

牛乳・乳児
用食品 

５０ Bq/kg 

一般食品 １００ 
Bq/kg 

暫定基準値 
（平成24年3月31日まで）  

新基準値 
（平成24年4月1日より施行） 
 （事故から１年後） 

前提条件：  
 内部被ばく限度  5 mSv/年 
 食品の汚染率  50% 

前提条件：  
 内部被ばく限度 1 mSv/年 
 食品の汚染率  50%のまま  
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食品安全委員会は、ALARAの考えがすっぽ抜け、また汚染食品の状況

に基づくリスク評価をしない（できない？）まま、基準が厳しい方が安全
と思って答申（これが国民の声との思い込み？） 



2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
  
 小宮山大臣が諮問した時には、500Bq/kgの基準超え食品は約2%、 

仮定された50%の汚染率が如何に現実ばなれしていたかが分かる。 

新基準 
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2011/12/22 - 厚生労働省の食品衛生分科会放射性物質 
対策部会審議会資料  

上の結果は、暫定基準値でも目標の1 mSv/年が達成できること示す。 
20 

 



新規制による過剰反応風評被害の拡大 

イオンによる店頭での放射性物質是尾を目標にすると発表(2011年11月） 

2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
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日本の食品に対する規制 
①日本のすべて又は一部の食品について輸入禁止／他の食品
について証明書を要求 
 韓国、中国、ブルネイ、ニューカレドニア、レバノン 
②日本のすべての食品について放射線物質検査証明や産地証
明等の証明書を要求 
 インドネシア、タイ、アルゼンチン、仏領ポリネシア、アラブ首長  
 国連合、イラク、オマーン、カタール、クウェート、サウジアラビア、 
 バーレ−ン、エジプト、コンゴ民主共和国、モロッコ 
③日本の一部食品について輸入停止または証明書を要求 
 シンガポール。香港、マカオ、台湾（去年規制強化）、フィリピン、   
 米国、ボリビア、ブラジル、EU、ロシア 
④検査強化 
 インド、ネパール、パキスタン、ウクライナ、イスラエル、イラン、 
 トルコ、モーリシャス 
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旧ソ連〜ロシア等の飲食物摂取制限レベルの変
遷 

 ベラルーシ、ロシア、ウクライナの規制値、除染が行われず汚染食品が高い割合を
占めている事の反映。こうでもしないと、年間の内部被ばくが 1 mSv/年を達成でき
ない恐れがある。 

 ECは、域内産品への基準（Codex委員会推奨値に準じたもの 肉 1000Bq/kg）、チェ
ルノブイリ事故にに起因した輸入食品に対する基準（肉 600 Bq/kg)、日本からの
輸入食品に対する基準(肉 100 Bq/kg)の３本立て 
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日本での食品の基準値の変更の影響 

結果 (1)汚染僅かでも危険視、福島と近県の食品への風評被
害 

(2) 海外ではベラルーシ同様に汚染率が高いと危険視、 
  輸入規制強化（今年も台湾による規制） 
(3) 欧州では、食品へのトリプルスタンダード  
  （EC基準、チェルノブイリ由来食品、日本の基準） 
(4) 福島県等の食品の安全性確保の努力 

提言 (1) 食品の基準をEC基準と同等の 1000Bq/kgに 

(2) キノコや山菜など摂取量の少ないものは、 
     10倍の値を (ECで採用見込） 

(3) 福島県等の食品の安全宣言 

日本がいつまでも新基準を改訂しないのは、日本の食品の汚染が改善されて
いないという誤解を生んでいる。 
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何をか言わんや。  厳しい基準は、汚染が酷いから採るもので、説明になっていな
い。この時点では、1mSv/年への不安があったのかも知れない。 25 



福島県の食品の安全性確保の努力 

市場に出ている福島産の食品は、検査により安全であることが確認されている。  
セシウム摂取量推定値(H23/9&11調査)： 福島 0.019,  宮城 0.017,  東京 0.002 mSv/年 

*体内Cs 300Bq 0.01 mSv/年 

陰膳検査 

除染と土壌改良 農産物の汚染は下がっ
た 

食品検査(JA等） 
市場の食品は、殆ど 
検出限界以下。 
米、柿全袋検査 

体内CsのWBC検
査 

現在、殆どの人が検
出限界の300 Bq*未
満。検出される人は、
猪や野生のキノコ等を
摂取する特殊例 

家庭の3度の食事
の陰膳検査 

放射性セシウムは  
検出限界以下か、カリ
ウム40に比べてごく
僅か 

一般食品の基準：  
100 Bq/kg以下 

必須ミネラルのカリウムには、K-40
が1万分の１含まれています。バナ
ナや肉類では約100 Bq/kgあります 

体内K-40  約0.2 mSv/年（日本） 
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汚染は消えたものの、市場は評価せず福島産の農産物の価格は、 
未だ全国平均を下回り、産出額は回復せず。 
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まとめ 
• 食品の新基準は、食品安全委員会が市場の汚染
食品によるリスク評価をせず、（ALARAの考えを忘
れて）規制値は厳しいほど安全との思い込みによ
り、汚染率を事故直後と同様に仮定して決めた。 

• その結果、国内では放射線不安を煽り、風評被
害を引き起こした。 

• 海外では、厳しい基準は、食品の汚染状況が続
いていると見なして輸入規制し、現在も継続 

• 現実は、福島の農産物で汚染の検出されるもの
は極く僅かである。イノシシでさえ最大1,400Bq/kg
の報告。 

• 取るべき策は、汚染率が１％をも下回っているこ
とを示し、基準をEC並みの国際基準にすること。 
 28 



 年 受賞者 受賞内容 

1901 ヴィルヘルム・レントゲン 放射線X線の発見 

1903 アンリ・ベクレル, キュリー夫妻 自発的放射能の発見 

1908 アーネスト・ラザフォード 元素の崩壊、放射性物質の化学に関する研究 

1914 マックス・フォン・ラウエ 結晶によるX線回折現象の発見 

1927 アーサー・コンプトン, チャール
ズ・ウィルソン 

コンプトン効果の発見, 霧箱（蒸気の凝縮により荷電粒子の飛跡
を観察できるようにする方法）の考案 

1935  ジェームズ・チャドウィック 中性子の発見 

1936 ピーター・デバイ 双極子モーメントおよびX線、電子線回折による分子構造の研究 

1944 オットー・ハーン 原子核分裂の発見 

1951 ジョン・コッククロフト、アーネスト・
ウォルトン 

人工的に加速した原子核粒子による原子核変換についての先駆
的研究 

1960 ウィラード・リビー 炭素14による年代測定法の研究 

1964 ドロシー・ホジキン X線回折法による生体物質の分子構造の決定 

1979 ゴッドフリー・ハウンズフィールド,  コンピュータ断層撮影（CT) の開発 

1983 ウィリアム・ファウラー 宇宙における化学元素の生成にとって重要な原子核反応に関す
る理論的および実験的研究 

1994 バートラム・ブロックハウス、 
クリフォード・シャル 

凝縮体の研究に用いる中性子散乱技術の開発についての先駆
的貢献（中性子分光； 中性子回折） 

2008 小林誠, 益川敏英 自然界の３世代クォーク存在予言と対称性の破れの起源の発見 

2009 ヴェンカトラマン・ラマクリシュナン
トマス・A・スタイツ、アダ・ヨナス 

リボソームの構造と機能の研究 

2013 フランソワ・アングレール, ピー
ター・ヒッグス 

欧州原子核研究機構（CERN）で確認された素粒子（ヒッグス粒子）
に基づく、質量の起源を説明するメカニズムの理論的発見 

115年のノーベル賞史に輝いた53の放射線関連研究中の代表例 

(註) 2015 高エネルギー陽子によるニュートリノの質量発見は、候補者（戸塚洋二氏）死亡で選に漏れた。 29 



材料加工 
高分子材料  
複合材料  
セラミックス 
ゴム・ラテックス 
電線ケーブル  
繊維・紙  
フィルム・シート      
チューブ 
装飾材 
 
機能材料製造 
半導体 
分離機能材料  
センサー材料  
吸着材 
医用材料    
光機能材料 
熱収縮材料  
 
検査・分析 
工業用計測* 

非破壊検査 
微量分析 

滅菌・殺菌 
包装材料 
医療用具 
動物飼料 
医薬・化粧品類  
 
表面処理 
印刷 
塗装・コーテインク ゙
粘着・接着加工 
表面加工 
微細加工  
 
環境保全 
排ガス処理  
廃水処理  
汚泥処理 
金属処理  
難分解物質の分解   
リサイクル処理 
汚染物質の分析  
 

農業利用  
育種 
花卉新品種作り 
農作物・林木    
有用菌類・微生
物   
昆虫 
害虫駆除  
不妊化 
検疫処理 
 
環境・資源利用  
生物資源 
ハイ゙オマス 
環境評価 
機能特性 
食品照射 
発芽防止 
殺虫・殺菌 
検知法 
健全性 
包装容器 
 

工業利用 研究利用 
生物学研究 
放射線生物学  
  
基礎物理・化学研究
素粒子研究 
放射線物理 
放射線化学 
元素分析  
放出エックス線分析 
放出粒子分析  
放出電子分析  
放射化分析  
加速器質量分析  
物性・構造解析  
表面構造  
界面構造  
深部構造  
照射損傷 
 
放射線防護 
放射線障害  
放射線防護  
放射線管理 
 

放射線利用 

＊工業計測：厚さ計、 
        流体計測(流量、流れ） 

医学利用 
放射線診断 
X線検査診断 
CT  
PET 
核医学 
 
放射線治療  
放射線外部照射 
粒子線外部照射 
RI治療 
BNCT法 
 
放射線技術  
原子炉 
加速器 
放射線検出 
電子顕微鏡 
線量測定   
ラジオグラフィ 
放射線取扱技術 
 
汎用 
高周波加熱 
電子レンジ 
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各国平均の自然放射線による年間被ばく量 

国連科学委員会 UNSCEAR 2000レポートデータに基づく評価 

mSv/y 

世界平均公表値 
日本平均公表値 

M.Kawai , E.Konno & M.Shimo  

2.42 
2.09 

日
本 

北欧 世
界
平
均 

川合、下：平成26年日本原子力学会秋の大会P18 

フィンランド、スウェーデンやハンガリー等の北欧・東欧諸国の自然放
射線被ばくは高い （2.5 - 4.5 mSv/年) 31 

東欧 



 ICRP の一般公衆被ばく限度 1 mSv/年のリスク係数  

死因  
死亡率  

  生涯 
死亡率 10万人当り   死

者数  
10万人当り割合 
（リスク係数） 

悪性新生物質 
（がん） 270.1人 2.7x10-3 30.12% 

交通事故 5.9人 5.9x10-5 0.66% 
    

100mSv被ばくによ
るがん死亡増加 4.5人*  4.5x10-5 0.5% 

* 2008年全死者数90万人に0.5%を乗じた数を全人口１億人として算出 
 

 1mSv/年のリスク係数 
100mSv被ばくのリスク係数の100分の１  4.5x10-7  

   （交通事故死のリスクよりも２桁低い） 
32 





健康のため減塩したい。長期保存もしたい。 ーー＞ ソルビン酸 
34 
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2011・2・18食品農医薬品安全性評価センター 学術講演会 唐木より 
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2013.1.21alicセミナー唐木 英明 より  
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